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重 点 施 策重 点 施 策重 点 施 策重 点 施 策 のののの 概 要概 要概 要概 要

政 策 課 題 Ⅴ 協働の推進及び市町村の支援 ２ 市町村の支援 所管部局 地域振興部

〔施策の方向性〕 〔事業の概要〕 （ ）内は２０年度当初予算額県と市町村の役割分担を踏まえた支援のあり方の検討討討討
①①①①．．．．市町村支援市町村支援市町村支援市町村支援のありのありのありのあり方検討方検討方検討方検討 県・市町村の役割分担検討協議会開催事業【県政重点課題推進枠】 ２４百万円（⑳ －百万円）奈良県という地域にとって最適な県と市町村の役割分担、小規模町村に対する支援のあり方、新たな広域連携のあり方、権限移譲のフレームを検討する。市町村の行政体制整備に対する支援

〔施策展開イメージ〕 市町村行政連絡調整事業 １百万円（⑳ ２百万円）国の広域行政のあり方の検討等に的確に対応するとともに、本県の実情に応じた新たな広域連携・事務の共同処理についての検討を実施する。国の動き 奈良県の状況地方分権一括法(H12) 事務処理特例条例(54法令543事務)機関委任事務の廃止 (法律数12 全国44位) 市町村合併推進事業 １１９百万円（⑳１５７百万円）基礎的自治体優先の原則 広域行政が進まず。 各地域の実情に応じた市町村合併を推進する。市町村合併推進(平成の大合併) (共同処理 9.15件/市町村 全国11.47)三位一体の改革(H17～ H18) 市町村合併が進まず。税源移譲（国庫補助負担金圧縮) (市町村数減少率17.0％ 全国43位)交付税制度見直し 各市町村の財政状況悪化(総額削減･地域格差) 経常収支比率(⑮ 91.7(全国87.4)→⑲98.6(全国92.0))歳出総額 (⑮5,374億円 →⑲4,863億円)交付税総額 (⑮ 1,225億円)→⑲1,085億円)（根本的な問題意識）・これまでの地方分権の考え方が奈良県という地域にあったものであったか？・基礎的自治体優先の原則より、市町村に権限を移譲することが、本県の小規模町村の実態とあったものか？・地方分権の考えに基づいた、現行法の県と市町村の役割分担(財源措置を含む)が、はたして統一的に整理されたものであるか？ 奈良県という地域にあったものであるか？県・市町村の役割分担検討協議会開催事業奈良県という地域にあった県と市町村の役割分担を、網羅的に整理 (方向性) 市町村合併推進事業小規模町村への 県から市町村へ 県が積極的に関わ ・各地域の実情に応じた県の支援 の権限移譲 った広域連携 市町村合併を推進（逆権限移譲）考え方を整理した上で、実現に向けた施策、事業の検討、実施
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重 点 施 策重 点 施 策重 点 施 策重 点 施 策 のののの 概 要概 要概 要概 要

政 策 課 題 Ⅴ 協働の推進及び市町村の支援 ２ 市町村の支援 所管部局 地域振興部

〔施策の方向性〕 〔事業の概要〕 （ ）内は２０年度当初予算額県と市町村が協働した、地域の課題解決への取組の実施
②②②②．．．．市町村市町村市町村市町村へへへへ具体的具体的具体的具体的なななな支援支援支援支援のののの実施実施実施実施 市町村サポ－ト事業 ３４百万円（⑳５６百万円）県内各地域の課題を把握し、解決に向けての県・市町村協働した取組を行うため、行財政改善検討会の開催や地域力再生検討事業を実施する。市町村の組織運営(人事・給与)への助言や行政経営力向上への支援市町村行政経営力向上支援事業業業業 ５百万円（⑳ －百万円）知事と市町村長が定期的に意見交換や研究会を実施し、互いの課題について共通認識を図る。市町村実務研修員の受入れや、相互派遣研修、市町村職員特別研修会を実施し人材養成への支援を行う。行政経営情報交換会を実施し、県と市町村の担当者が行政経営に係る意見交換を実施する。

〔施策展開イメージ〕 市町村の財政健全化への支援問題 課題 対応策 目標 市町村財政健全化貸付金 １，５００百万円（⑳ －百万円）財政健全化法の早期健全化基準を上回る団体で、同法に基づく財政健全化計画を策定し、財政健全化へ県 地方分権一括法で対等の関 県と市町村が協働した、地域の課題解決 積極的な取組を行う市町村に対し、地域振興基金を財源として無利子貸付実施する。内 係となり、県と市町村の関 への取り組み検討を実施各 係が、ますます、希薄にな ・市町村サポ－ト事業市 ってしまっている。 (行財政改善検討会での検討) 地域振興基金積立金 ３２１百万円（⑳ －百万円）町 市町村振興資金貸付金の繰上償還分及び基金運用益を地域振興基金に積み立て、市町村財政健全化貸付村 市町村の行政経営力低下 市町村の組織運営(人事・給与)への助言 金の原資を確保する。の 職員数の削減(普通会計) や行政経営力向上への支援を行う。財 (⑮13,740人 ・市町村長との研究会、会議実施政 →⑳12,018人) ・市町村の人材養成支援・ (類団超過数835人) (実務研修員､相互派遣研修、特別研修) 各 市町村の税収確保への支援組 ・行財政情報を分析し提供 市織 町 市町村税税収強化事業 ２百万円（⑳ １百万円）構 市町村の財政状況の悪化 財政健全化へ助言や積極的に取り組む市 村 県と市町村とが連携・協力して市町村税の税収強化に取り組む。造 ⑲経常収支比率 98.6％ 町村への支援 をが （全国ﾜｰｽﾄ１） ・市町村財政健全化貸付金 元脆 赤字団体数 ７団体 ・健全化計画策定や公会計改革推進に 気 市町村独自の新たな取組への支援弱 （全国23団体） 対する支援。 なで ・行財政情報を分析し提供 地 活力あふれる市町村応援補助金（一部20年度２月補正予算） ２５０百万円（⑳２４０百万円）活 域 うち２月補正 ３８百万円力 市町村税税収状況が悪い 市町村の税収確保への支援 に 地域の特性や多様な資源を活かした地域づくりを推進するため活力ある市町村等が独自に取り組む創意が ⑲県内平均徴収率91.0％ ・市町村税税収強化推進会議の開催 と工夫にあふれる事業を支援する。(地域活性化事業総合補助金全面見直し)失 (⑱全国平均 93.3％) ・市町村税一斉滞納整理強化期間の充実わ ・行財政情報を分析し提供 市町村振興資金貸付金金金金 ５００百万円（⑳１，１００百万円）れ 市町村等が総合的かつ計画的に実施する公共施設の整備に必要な資金を貸し付けることにより、市町村て 厳しい行財政環境の中、市 独自の新たな取り組みへの支援 の行政水準の向上及び住民福祉の増進を図り、もって市町村財政の健全な運営に資する。い 町村独自の新たな取り組み ・活力あふれる市町村応援補助金る へ意欲が低下。 市町村独自の発案事業、外部人材活用、 県民への分かりやすい情報提供広域連携事業へ助成等・市町村振興資金貸付金 市町村財政健全化支援事業 ４百万円（⑳ －百万円）市町村財政健全化（健全化法対応、公会計導入）、公営企業・土地開発公社の経営健全化に対する助言、市町村の行財政情報(人事、財政、税徴収等)を分析し県民にわかりやすい情報を提供する。


